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平
成
29
年
度
の
一
般
会
計

当
初
予
算
は
、
対
前
年
比
で

５
・
２
％
減
、
11
億
５
，０

７
８
万
円
減
と
な
っ
た
。

　

歳
出
の
主
な
も
の
は
、

◦�

社
会
保
障
・
税
番
号
制
度

に
伴
う
情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
対
策
強
化
事
業

◦�

助
成
方
法
に
現
物
給
付
方

式
を
導
入
し
た
子
ど
も
の

医
療
費
助
成
事
業

◦�

農
業
振
興
地
域
整
備
計
画

の
全
体
計
画
見
直
し
に
伴

う
農
業
振
興
地
域
整
備
事

業
◦�

暗
渠
排
水
の
た
め
の
基
盤

整
備
促
進
事
業

◦�
西
九
州
大
学
誘
致
の
周
辺

環
境
整
備
の
た
め
の
小
城

公
園
駐
車
場
整
備
事
業
、

藩
邸
石
橋
保
存
・
修
景
整

備
事
業

◦�

西
九
州
大
学
の
施
設
整
備

促
進
に
伴
う
大
学
誘
致
促

進
事
業

◦�

市
内
の
避
難
所
に
避
難
所

看
板
を
設
置
す
る
避
難
所

看
板
設
置
事
業

な
ど
を
計
上
し
て
い
る
。

　

３
月
に
市
長
選
挙
が
実
施

さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
29
年

度
は
骨
格
予
算
と
な
っ
て
い

る
た
め
、
本
来
は
予
算
額
は

例
年
よ
り
少
な
く
な
る
は
ず

だ
が
、
大
学
誘
致
促
進
事
業

（
７
億
６
，３
１
４
万
円
）、

ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン

ジ
整
備
事
業
（
１
億
２
，１

２
０
万
円
）、
多
久
市
と
共

同
で
ご
み
処
理
場
を
建
設
す

る
天
山
地
区
共
同
環
境
組
合

事
業
（
１
億
２
，３
９
６
万

円
）
な
ど
の
継
続
事
業
に
よ

り
、
全
体
で
約
２
０
８
億
円

と
な
っ
て
い
る
。

　

歳
入
に
つ
い
て
は
、
前
年

度
と
同
様
に
ふ
る
さ
と
納
税

15
億
円
を
見
込
ん
で
い
る
が
、�

広
告
費
な
ど
の
経
費
の
増
加

に
よ
り
、
市
が
使
え
る
額
は

若
干
減
少
す
る
。
ふ
る
さ
と

納
税
に
つ
い
て
は
、
自
治
体

間
競
争
も
激
し
く
な
り
、
ま

た
将
来
的
に
制
度
そ
の
も
の

が
見
直
さ
れ
る
可
能
性
も
あ

る
た
め
、
安
定
的
な
財
源
と

は
言
え
な
い
。
寄
附
金
の
使

い
方
に
つ
い
て
も
、
寄
附
者

の
意
向
を
十
分
反
映
さ
せ
る

こ
と
も
今
後
の
課
題
で
あ
る
。

　

平
成
29
年
第
１
回
定
例
会

は
、
２
月
22
日
に
召
集
さ

れ
、
３
月
14
日
ま
で
開
催
さ

れ
た
。
全
部
で
28
件
の
議
案

が
提
出
さ
れ
、
そ
の
中
で
28

年
度
の
補
正
予
算
関
連
の
議

案
が
８
件
、
29
年
度
当
初
予

算
関
連
が
８
件
、
条
例
関
連

が
７
件
、
委
員
の
任
命
が
５

件
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
ら

の
議
案
を
全
て
可
決
し
た
。

208　億 889 万円可決

大
学
誘
致
関
連
予
算

８
億
４
，３
２
０
万
円
可
決

市民交流施設を含む西九州大学地域看護学部（仮称）のキャンパスイメージ図

平
成
29
年
度
当
初
予
算
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平成２9年度当初一般会計 208　億 889 万円可決
民生費

134,309 円

１人当たりの借金負担（公債費）…………55,643 円
１人当たりの市税負担　……………………92,526 円

総務費
53,912 円

教育費
44,090 円

公債費
55,643 円

土木費
63,011 円

商工費
6,374 円

その他
9,083 円

消防費
16,702 円

衛生費
51,150 円

農林水産業費
22,878 円

市民（45,518 人）の一般会計状況

１人あたり
の予算

457,157 円

31.6%

20.2%

12.5%

7.3%

8.4%

4.2% 9.1%

29.4%

13.8%
11.8%

3.7%

11.2%12.2%
9.6%

5.0%

1.4% 1.9%

歳  入 歳  出

地
方
交
付
税

市
　税

国
庫
支
出
金

寄
附
金
（
ふ
る
さ
と
納
税
等
）

市
　債
（
借
金
） 繰

入
金

県
支
出
金

そ
の
他

民
生
費

土
木
費

総
務
費

消
防
費衛

生
費

公
債
費（
借
金
返
済
）

教
育
費

農
林
水
産
業
費 商

工
費

65
億
８
，５
２
４
万
円

42
億
１
，１
６
１
万
円

26
億
　　
９
２
５
万
円

15
億
１
，８
０
６
万
円

17
億
４
，５
５
０
万
円

８
億
７
，２
３
８
万
円

6.7%

14
億
　　
２
７
２
万
円

18
億
６
，４
１
０
万
円

61
億
１
，３
５
２
万
円

28
億
６
，８
１
８
万
円

24
億
５
，３
９
７
万
円

７
億
６
，０
２
８
万
円

23
億
２
，８
２
５
万
円

25
億
３
，２
７
６
万
円

20
億
　　
６
９
２
万
円

10
億
４
，１
３
７
万
円

２
億
９
，０
１
６
万
円

４
億
１
，３
４
４
万
円

そ
の
他

※人口は平成２９年４月１日時点　　　
※端数処理のため合計額は異なります

会計区分 29年度予算額 前年度当初比較
差引増減 増減率

一般会計 208億 889万円 △11億5,078万円 △5.2%

特別会計 88億1,685万円 2,935万円 0.3%

　 授産場特別会計 2,427万円 △89万円 △3.6%

　 簡易水道特別会計 811万円 △182万円 △18.4%

　 下水道特別会計 23億1,892万円 △6,136万円 △2.6%

　 国民健康保険
特別会計 59億6,406万円 9,633万円 1.6%

　 後期高齢者医療
特別会計 5億 147万円 △289万円 △0.6%

企業会計 ２9年度予算額 前年度当初比較
差引増減 増減率

水道事業会計 5億9,066万円 △411万円 △0.7%

病院事業会計 13億5,088万円 △6,233万円 △4.4%

※単位未満は切り捨てています。

※端数処理のため合計額は異なります。

平
成
29
年
度
当
初
予
算
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（
議
案
第
2
号
）

　

犯
罪
被
害
者
等
基
本
法
に

基
づ
き
、
市
に
お
け
る
犯
罪

被
害
者
等
の
支
援
に
関
し
、

基
本
と
な
る
事
項
を
定
め
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
犯
罪
被
害

者
等
の
た
め
の
施
策
を
推
進

し
、
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活

の
安
定
と
精
神
的
被
害
の
軽

減
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と

す
る
も
の
で
、
犯
罪
被
害
者

等
に
対
し
て
、
経
済
的
負
担

の
軽
減
を
図
る
た
め
、
規
則

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

遺
族
見
舞
金
30
万
円
、
傷
害

見
舞
金
10
万
円
を
支
給
す
る
。

（
議
案
第
3
号
）

　

漁
港
漁
場
整
備
法
に
基
づ

き
住
之
江
橋
上
流
左
岸
を
市

営
漁
港
に
指
定
し
、
漁
港
施

設
等
の
管
理
運
営
を
行
う
必

要
が
あ
る
た
め
、
市
が
管
理

す
る
漁
港
の
維
持
管
理
に
関

し
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行

う
。 主

な
議
案

小
城
市
犯
罪
被
害
者
等
支

援
条
例

小
城
市
漁
港
管
理
条
例

所属 № 事業名 事業費
総務部

防災対策課 １ 防災備蓄倉庫整備事業 129万円
２ （新規）避難所看板設置事業 423万円

企画政策課 ３ 情報セキュリティ対策強化事業 3,169万円
市民部

環境課 ４ 天山地区共同環境組合事業（建設） 1億2,396万円
福祉部

社会福祉課 ５ 生活困窮者対策事業 1,035万円
６ 子どもの医療費助成事業 1億4,203万円

高齢障がい支援課 ７ （新規）高齢者施設等防犯対策強化事業 576万円
産業部

農林水産課 ８ 農業振興地域整備事業 932万円
９ 林道維持補修事業 850万円
10 沿岸漁業振興特別対策事業 589万円

農村整備課 11 基盤整備促進事業 8,109万円
商工観光課 12 小城公園駐車場整備事業 3,476万円

建設部
建設課 13 道路新設改良事業 4,611万円

14 スマートインターチェンジ整備事業 1億2,120万円
15 社会資本整備総合交付金事業（新設改良） 9,130万円
16 社会資本整備総合交付金事業（都市再生） 1,610万円
17 市営住宅建替事業 5億1,295万円

ま ち づ く り 推
進課

18 立地適正化計画策定事業 107万円
19 大学誘致周辺環境整備事業（総括） 8,006万円
20 大学誘致促進事業 7億6,314万円
21 移住・定住対策事業 4,264万円

下水道課
（下水道特別会計）

22 織島処理区事業 2,345万円
23 砥川処理区事業 585万円
24 （新規）下水道事業等公営企業会計移行事務 1,528万円
25 三日月処理区事業 4億2,182万円
26 小城処理区事業 5億1,780万円

教育委員会
教育総務課 27 放課後児童健全育成事業 1億3,796万円

28 桜岡小学校プール改築事業 1,719万円
保育幼稚園課 29 保育所等整備補助事業 540万円

30 保育園民営化事業 469万円
31 幼稚園民営化事業 504万円

文化課 32 国史跡土生遺跡公園維持管理事業 468万円
33 （新規）藩邸石橋保存・修景整備事業 1,200万円

公営企業
水道課

（簡易水道特別会計） 34 原田地区配水施設整備事業 180万円

平成２９年度 小城市予算主な事業一覧

予
算
の
な
か
み

主
な
議
案
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総務・市民
　

災
害
発
生
時
に
住
民
が
速

や
か
に
避
難
で
き
る
よ
う
、

避
難
所
を
住
民
に
周
知
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
、「
小
城

市
地
域
防
災
計
画
」
で
規
定

す
る
市
内
３６
か
所
の
指
定
避

難
場
所
に
内
閣
府
及
び
総
務

省
消
防
庁
か
ら
通
知
の
Ｊ
Ｉ

Ｓ
改
定
・
制
定
さ
れ
た
災
害

種
別
記
号
を
用
い
る
看
板
を

設
置
す
る
。

　

小
城
市
と
多
久
市
で
共
同

処
理
す
る
可
燃
ご
み
焼
却
施

設
を
多
久
市
に
建
設
す
る
計

画
が
進
ん
で
い
る
。
平
成
29

年
度
は
、
ご
み
焼
却
施
設
建

設
工
事
の
設
計
や
進
入
路
建

設
工
事
な
ど
、
小
城
市
の
負

担（
65
・
32
％
）は
、1
億
２
，

３
９
６
万
円
が
予
算
化
さ
れ

た
。教育・文化・福祉

　

高
齢
者
施
設
の
防
犯
設
備

の
補
強
を
支
援
す
る
た
め
、

非
常
通
報
装
置
や
防
犯
カ
メ

ラ
、
外
構
等
の
設
置
や
修
繕

な
ど
必
要
な
安
全
対
策
に
要

す
る
費
用
に
つ
い
て
補
助
す

る
も
の
で
あ
る
。29
年
度
は
、

４
法
人
（
９
事
業
所
）
へ
の

補
助
を
予
定
し
て
い
る
。

　

西
九
州
大
学
地
域
看
護
学

部
（
仮
称
）
の
開
学
（
平
成

30
年
４
月
予
定
）
に
伴
い
、

都
市
機
能
の
充
実
を
図
る
た

め
、
大
学
建
設
予
定
地
の
周

辺
環
境
（
道
路
・
公
園
駐
車

場
・
藩
邸
石
橋
等
）
整
備
を

行
う
。

　

生
産
効
率
を
高
め
、
競
争

力
の
あ
る
農
業
を
実
現
す
る

た
め
に
は
、
農
地
の
汎
用
化

等
の
基
盤
整
備
に
よ
り
、
農

業
の
構
造
改
革
を
推
進
す
る

こ
と
が
不
可
欠
で
あ
り
、
農

地
・
農
業
水
利
施
設
等
の
基

盤
整
備
を
す
る
。

　

暗
渠
排
水
事
業
に
か
か
る

国
の
定
額
助
成
額
が
10
ａ
当

り
１５
万
円
か
ら
７
万
５
千
円

へ
見
直
し
が
行
わ
れ
る
た

め
、
負
担
割
合
が
国
50
％
、

県
15
％
、
市
は
国
・
県
及
び

地
元
負
担
を
除
い
た
額
を
負

担
し
、期
間
は
３
年
間
延
長
。

　

地
元
負
担
は
概
ね
１
万
５

千
円
（
10
ａ
当
り
）
と
変
更

は
な
い
。

　

西
九
州
大
学
地
域
看
護
学

部
（
仮
称
）
の
開
学
に
伴

い
、
都
市
機
能
の
充
実
を
図

る
た
め
、
大
学
建
設
予
定
地

の
周
辺
環
境
整
備
を
行
う
。

場
所
は
松
屋
の
堀
北
側
（
57

台
分
）、
小
城
高
校
体
育
館

南
側
の
旧
ゲ
ー
ト
ボ
ー
ル
場

（
１
３
１
台
分
）。

　

長
崎
自
動
車
道
小
城
Ｐ
Ａ

に
ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ
ー
チ
ェ

ン
ジ
を
整
備
し
、
高
速
交
通

体
系
整
備
を
促
進
さ
せ
、
小

城
市
の
産
業
振
興
を
は
じ
め

と
し
て
、
災
害
時
の
広
域
支

援
体
制
の
向
上
な
ど
地
域
の

活
性
化
を
図
る
。

　

西
九
州
大
学
地
域
看
護
学

部
（
仮
称
）
誘
致
に
よ
る
学

生
及
び
若
年
層
の
交
流
と
定

住
人
口
の
増
加
を
図
り
、
小

城
市
内
の
賑
わ
い
の
創
出
と

地
域
の
活
性
化
を
図
る
た

め
、
学
校
法
人
永
原
学
園
に

施
設
整
備
費
等
の
補
助
金
を

交
付
す
る
。

主
な
事
業

４
２
３
万
円

避
難
所
看
板
設
置

事
業

１
億
２
，３
９
６
万
円

天
山
地
区
共
同

環
境
組
合
事
業

５
７
６
万
円

高
齢
者
施
設
等

防
犯
対
策
強
化
事
業

１
，２
０
０
万
円

藩
邸
石
橋
保
存
・

修
景
整
備
事
業

産業・建設８
，１
０
９
万
円

基
盤
整
備
促
進

事
業

３
，４
７
６
万
円

小
城
公
園
駐
車
場

整
備
事
業

１
億
２
，１
２
０
万
円

ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ
ー

チ
ェ
ン
ジ
整
備
事
業

７
億
６
，３
１
４
万
円

大
学
誘
致
促
進

事
業

▲︎�修景整備が予定されている小城藩邸石橋

主
な
事
業
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平成２8年度
一般会計・特別会計・企業会計補正予算を可決

　歳入の主なものは、財産収入、寄附金、諸収入、市債及び学校施設環境改善交付金（牛津小学校）等に伴う
国庫支出金を追加し、分担金及び負担金、使用料及び手数料のほか、県支出金は各種事業に伴い減額し、財源
調整として財政調整基金繰入金を減額するものである。
　歳出の主なものは、「経済対策分臨時福祉給付金事業」の追加、「子どものための保育給付等事業」「国県営土
地改良対策事業」「小学校施設大規模改造事業」などの経費を増額するとともに各種事業の決算見込みにより減
額するものである。

事　業　名 補正予算額 事　業　名 補正予算額
牛津小学校施設大規模改造事業 3億9,197万円 認知症施策推進事業 △ 252万円
経済対策分臨時福祉給付金支給事業 1億 933万円 大学誘致周辺環境整備事業 △ 695万円
子どものための保育給付等事業 2,435万円 移住・定住対策事業 △ 3,627万円
災害支援に係るふるさと納税事業 276万円 市営住宅建替事業 △ 3,814万円
海苔養殖漁場環境改善緊急対策事業 165万円 農業基盤整備促進事業 △ 4,223万円
生活支援体制整備事業 △ 91万円 強い農業づくり交付金事業 △ 1億3,597万円
在宅医療・介護連携推進事業 △ 142万円 公共下水道事業（小城処理区） 425万円

＜ 補 正 予 算 の 主 な も の ＞

  平成２８年度　３月補正予算の状況  
一 般 会 計 ・ 特 別 会 計

会　計　区　分 補正前の額 補　正　額 補正後の額
一　般　会　計（第７号） 223億8,846万円 △ 7,273万円 223億1,573万円
特　別　会　計 91億7,666万円 7,515万円 92億5,181万円
下水道特別会計（第４号） 23億8,140万円 △ 5,535万円 23億2,605万円
国民健康保険特別会計（第４号） 62億4,524万円 1億4,517万円 63億9,041万円
後期高齢者医療特別会計（第３号） 5億1,429万円 △ 1,467万円 4億9,962万円

企 業 会 計
会　計　区　分 補正前の額 補　正　額 補正後の額

水道事業会計 5億9,538万円 △ 1億 15万円 4億9,523万円
病院事業会計 14億1,321万円 68万円 14億1,390万円

※単位未満は切り捨てています。
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